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医師の地理的分布の地域格差については，諸外国においても医療政策上重要な課題とされて
おり，分布の平等性に関する多くの研究がみられる。わが国では一般診療所・歯科診療所は
年々増加の傾向にあるが，診療所数の増加は地域格差を逆に拡大させる可能性もある。本研究
では診療所の地理的分布の平等性について，福岡県の15年間の推移について検証した。
一般診療所数・歯科診療所数は，医療施設調査（厚生労働省）から福岡県内の全市区町村の

1985年，1990年，1995年，2000年の15年間，４時点のデータを用い，人口10万人対診療所数の
変動係数およびジニ係数を算出し，ローレンツ曲線を描いた。また，市区町村の人口規模別に
人口10万人対診療所数の推移を分析した。
人口10万人対診療所数のジニ係数の値は，一般診療所が0.211（1985年）から0.212（2000

年）へと横ばいだったが，歯科診療所は0.271（1985年）から0.209（2000年）へと減少してお
り，市区町村間格差が縮小していた。自治体規模による比較では都鄙（とひ，都会と田舎）間
の格差が縮小する傾向がみられ，一般診療所では，人口規模が小さい市区町村において30％を
超える増加が認められ，歯科診療所では，人口規模の大きい市区町村において伸びが小さかっ
た。ただし，人口規模が小さい自治体では人口減の影響が大きいと推測された。
福岡県の診療所の地理的分布はおおむね平等な状態が保たれており，歯科診療所については

15年間で地理的分布の格差が縮小していた。一般診療所については，市区町村間での格差の変
動はみられなかったが，小規模自治体ではとくに人口10万人対診療所数が増加していた。ただ
し，人口減による影響が認められるため，長期的な観点から診療所医療の需給の動向を見守る
必要性がある。

一般診療所，歯科診療所，地理的分布，ジニ係数

Ⅰ

高い専門性と自律性をもつ医師という職業
は，その仕事の内容や就業する場所について他
の職業に比較して制約が少ない。医師の分布の
地理的格差については，諸外国においても医療
政策上重要な課題とされており，分布の平等性
に関する多くの研究がみられる。わが国では，
2003年度の医療法に基づく立入検査結果1)によ

ると，医師標準数を満たさない病院は減少傾向
にあるが20％程度存在しており，都市部の病院
において医師の充足率が高い2)。1980年，1990
年の医師の全国の地理的分布を分析した研究3)

では，分布の不平等度を示すジニ係数がそれぞ
れ0.331,0.340と算出されており，10年間で若
干の増加を示している。もし，この地域間格差
が拡大するようであると，地域住民の医療アク
セスの不平等是正のために，何らかの対策が講
じられなければならないだろう。
本研究では，医師ではなく診療所の地理的分
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1985年 1990 1995 2000

一般診療所
全国
福岡県

歯科診療所
全国
福岡県

1985年 1990 1995 2000

一 般
診療所

人口10万人対診療所数
各市区町村の人口10万人対
診療所数の平均値±標準偏差
変動係数

歯 科
診療所

人口10万人対診療所数
各市区町村の人口10万人対
診療所数の平均値±標準偏差
変動係数

注 市区町村数（ｎ)＝109である。
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布について分析を行う。病院と診療所の機能分
化が推し進められている昨今の医療政策の下で
は，病院と病院医師，診療所と診療所医師の分
布は別々に分析されるのが望ましいであろう。
また，地域単位にみて医師の分布が平等であっ
ても，医師が特定の病院に集中している可能性
もある。歯科医師数については，歯科大学や歯
学部の有無と地域の歯科医師数との関連が認め
られている4)。また，兼務，非常勤といった医
師の多様な働き方を考慮する必要もあり，本研
究では診療所（施設）を単位とした分析を行う
こととした。
二次医療圏ごとに規制されている病床数とは

異なって，診療所の開設は基本的に規制がない
ため，過疎化やベッドタウンでの人口増といっ
たニーズの変化に対応しやすい反面，医師の経
済行動の影響を受けやすいことも考えられる。
全国の一般診療所・歯科診療所は年々増加の傾
向にあり，とくに歯科診療所については，この
25年間に実数で倍増している。診療所数の増加
が地域間格差を逆に拡大させる可能性もあり，
本研究は地域間格差の推移について福岡県内の
動向から検証を加える。
また， ら3)は，医学部倍増政策に

よる医師数の増加は，人口１万人以下の小規模

自治体への恩恵は小さかったと述べている。本
研究では，福岡県内の動向の分析に限定される
が，地域間格差の視点に都鄙（とひ）間格差を
含めて，15年間の診療所分布の推移についても
検討する。

Ⅱ

一般診療所数・歯科診療所数は，医療施設調
査（厚生労働省）から福岡県内の全109市区町
村（2000年時点）の1985年，1990年，1995年，
2000年の15年間，４時点のデータを用いた。な
お，福岡市と北九州市は区を集計単位とし，市
全体のデータは含めていない。
まず，５年ごとに県内各市区町村の人口10万
人対一般診療所数・歯科診療所数を算出した。
また，その平均値，標準偏差および変動係数を
算出し，15年間の推移を把握した。標準偏差の
推移は，市区町村間での人口当たり診療所数の
格差の推移を検討する１つの手がかりとなるが，
15年間での平均値の変動があるため，変動係数
を算出して市区町村間の格差の推移を検討した。
さらに，市区町村間の格差とその推移を検討す
るために，５年ごとに人口10万人対一般診療所
数・歯科診療所数のジニ係数を算出し，ローレ
ンツ曲線を描いた。
ジニ係数は，資源配分の平等・不平等の度合
いの検討に使われる指標の１つで，値は０から
１の間をとる。完全に平等な分配がなされてい
るときに値は０となり，資源配分の偏りが大き
くなると１に近づいていく。ローレンツ曲線は，
各市区町村の人口当たり診療所数を低い順に並
べ，市区町村数の累積比率を横軸に，人口当た

り診療所数の累積比率を縦
軸にとって描いた曲線であ
る。人口当たりの診療所数
が市区町村間で完全に平等
に分布していれば，ローレ
ンツ曲線は原点を通る対角
線となり，不平等であるほ
ど対角線から離れる。
最後に，市区町村の人口
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注 数値は人口10万人対診療所数の市区町村間格差(福岡県)を示す。
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規模別に人口10万人対一般診療所数・歯科診療
所数の推移を検討し，都鄙間での診療所数の格
差とその推移を検討する。人口規模は1985年時
点のデータを使用し，５千人未満，５千人以上
１万人未満，１万人以上３万人未満，３万人以
上５万人未満，５万人以上10万人未満，10万人
以上の６カテゴリーに分け，人口当たり診療所
数の推移を比較した。なお，各カテゴリー内に
おいて市区町村間によって診療所数と人口の変
動の格差が大きいため，分析は各カテゴリー内
の全市区町村の人口，診療所数をそれぞれ合計
した値を計算に用いた。

Ⅲ

はじめに，全国と福岡県の人口10万人対診療
所数の15年間の推移を比較した 。一般診
療所・歯科診療所ともに，全国と比較して福岡
県の施設数が多い。しかし,15年間の増加率をみ
ると,一般診療所が約10％増,歯科診療所が約25
％増と,全国と福岡県ではほぼ同程度であった。

次に，市区町村を分析単位として，15年間の
人口10万人対診療所数の推移を分析した
。変動係数は，一般診療所では大きな変化

は認められなかったが，歯科診療所では，平均
値の増加とは逆に変動係数の値が小さくなって
いた。よって，市区町村間での人口10万人対歯
科診療所数の格差が小さくなっていることが推
測できる。
さらに，市区町村間での人口当たり診療所数
の格差とその推移を検討するために，ジニ係数
を算出した。結果，一般診療所，歯科診療所と
もに0.2から0.3に収まる程度の値であった
。一般診療所は15年間に0.211から0.212へ

と大きな変化は認められなかったが，歯科診療
所では0.271から0.209へと減少しており，市区
町村間格差が縮小していることがわかった。一
般診療所・歯科診療所別に1985年，2000年の
データを用いてローレンツ曲線を描いたところ，
ジニ係数に示されるように，歯科診療所の市区
町村間格差の縮小が見てとれる 。
末高ら5)の全国の市町村を単位とした歯科医師
の分布の研究によると，人口10万人対歯科医師
数は平均値でみると市町村間の格差が縮小して
いるが，それは歯科医師のいない町村が減少し
たためで，歯科医師がいるところのみを対象と
すると格差は増大しているとのことであった。
本研究でも同様の傾向が認められるか否か，
1985年に歯科診療所数が０で2000年に１以上と
なっている２町村を除いたジニ係数も算出した
ところ，0.258（1985年），0.204（2000年）と
ジニ係数の減少傾向にかわりはなかった。
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人口規模1) 市区町
村 数

人口10万人対一般診療所数 一般診療所数 人口

1985年 2000年 増減(％) 1985年 2000年 増減(％) 1985年 2000年 増減(％)

５千人未満
５千人以上１万人未満
１万人以上３万人未満
３万人以上５万人未満
５万人以上10万人未満
10万人以上

注 1) 1985年の人口を基準に分類した。

人口規模1) 市区町
村 数

人口10万人対歯科診療所数 歯科診療所数 人口

1985年 2000年 1985年 2000年 1985年 2000年

５千人未満
５千人以上１万人未満
１万人以上３万人未満
３万人以上５万人未満
５万人以上10万人未満
10万人以上

注 1) 1985年の人口を基準に分類した。

増減(％) 増減(％) 増減(％)
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最後に，診療所分布の推移の都鄙間比較を行
うため，市区町村の人口規模別に15年間の人口
10万人対診療所数の変化を検討した。一般診療
所では，人口規模が小さい５千人未満と５千人
以上１万人未満の市区町村において30％を超え
る増加が認められた。診療所数の増減でみると
この２カテゴリーの市区町村は平均的な伸びを
みせているため，人口減が人口当たり診療所数
の増加に与えている影響が大きいといえる
。歯科診療所では，人口当たり診療所数が

もともと多い５万人以上10万人未満と10万人以
上の市区町村において伸びが小さくなっていた。
診療所数の増減でみてもこの２カテゴリーの増
加の伸びは鈍く，同カテゴリーと５千人以上１万
人未満のカテゴリーを除く３カテゴリーの市区
町村のほうが増加している結果であった 。

Ⅳ

まず，ジニ係数については，所得分配の不平
等度の分析では，0.4を超えると不平等度が高
いとされているが6)，2000年のデータで0.2前
後の値が算出された。これは， ら3)

の全国の市区町村を単位とした医師の分布にお

けるジニ係数よりも低い数値である。北海道の
二次医療圏を単位とした医師の分布の分析では
0.124と算出されている7)。アメリカの州を単
位とした研究では，家庭医，全医師の1992年の
データの分析で，それぞれ0.123,0.129となっ
ていた 8)。さらに，州別に（集計単位は

）医師の分布と病床数のジニ係数を算
出している研究9)によると，州によってジニ係
数の格差は大きく，0.1から0.4まで開きがあっ
た。以上から，対象が異なるため一概に比較は
できないものの，福岡県の一般診療所・歯科診
療所の地理的分布はおおむね平等な状態にある
と考えられる。
変動係数，ジニ係数の推移によると，歯科診
療所に関しては分布の市区町村間格差がこの15
年間で縮小していた。千葉県の診療従事歯科医
師の分布を市町村を単位として分析した研究10)

では，ジニ係数が1980年に0.232,1994年に
0.228と，15年間で大きな変化はなかった。比
較年度と対象が異なるが，もともと福岡県内の
格差が大きかったのが是正されたといえる。格
差縮小の理由については，千葉県内の歯科診療
所分布を分析した研究では，近年増加している
チェーン型医療法人立の歯科診療所が，一般医
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療機関より広域に開設されていることが示され
ている11)。福岡県でもチェーン型医療法人が運
営する歯科診療所は散見され，その一因となっ
ていることが考えられるが，2000年以降の推移
の分析を含めて更なる検討が必要である。
都鄙間の分布の推移については，一般診療所

では人口規模が小さい地域で人口当たり診療所
数の15年間の増加率がとくに高くなっていた。
歯科診療所に関しては1985年時点で人口当たり
診療所数の多かった人口５万人以上の自治体で
の人口当たり診療所数の伸びが鈍かった。つま
り，福岡県内の一般診療所と歯科診療所分布に
おける都鄙間の格差は縮小傾向にあるといえる。
しかし，一般診療所に関しては，自治体規模と
診療所数の自然増減の関係がみられないため，
小規模自治体の人口減が人口当たり診療所数の
増加に与えている影響が大きいといえる。市場
原理からすると，診療所の減少以上に人口が減
少している地域では診療所数が飽和するため，
閉鎖はあっても新規参入は微小と考えられる。
これは医療供給上短期的には問題ないが，長期
的な視野にたつとわが国の診療所医師の高齢化
の進展によって，過疎地域の診療所医療の確保
が問題になる可能性があり，今後の動向に注意
が必要である。
歯科診療所に関しては，小川12)の研究では，

岩手県内の分布の都鄙間格差が問題視されてお
り，1971年から1984年の間に，全県と盛岡市の
比較では６：10から５：10へと格差が広がって
いた。岡田ら13)は1992年のデータから，歯科施
設(病院・診療所)は一般施設に比較して施設数
の地域間格差が大きく，また各都道府県での施
設分布は過密と過疎の二極化の状況にあると述
べている。福岡県内においてなぜ逆の傾向が認
められるのか,また,これが歯科診療所が都市部
で飽和した結果，都市部以外の地域の診療所が
増加したといえるかどうかについては，開設と
閉鎖の動態からみた詳細な分析が必要であろう。
本研究の限界と課題について述べる。本研究

は福岡県のデータを用いて，診療所の地理的分
布の格差について検討したものであり，その結
果が全国的な傾向といえるかについては，他の

都道府県のデータ分析を必要とする。また，本
研究では人口を基準にして診療所分布の地域格
差を検討した。しかし，地域によって受療ニー
ズが異なるため，地域の年齢構成や受療率7)，
罹患率14)，死亡率15)などによってニーズ調整を
したうえでの分析からは，本研究と異なる結果
が得られる可能性がある。
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